
気候変動の状況と
地球温暖化対策の重要性について

令和８年度市町村地球温暖化担当者会議

埼玉県環境科学国際センター

温暖化対策担当



気候変動は遠い場所や未来の話ではなく、

（１）すでに県内で起きていて、
（２）県や市町村の業務に直結しています。

はじめに：気候変動のイメージは？
起こる場所は？ いつ起こる？温暖なイメージ？

環境省「2100年 未来の天気予報」全国地球温暖化防止活動推進センター素材集
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温暖化によって引き起こされる気候全体の長期的な変化
• 燃料の燃焼
• 農業での窒素肥料使用
• 家畜からの堆肥製造

• 湿地や池、水田で枯れた
植物の分解時

• 家畜のげっぷ
• 天然ガスの発掘

• 石炭・石油の消費
• セメントの生産

温室効果ガスの大気中濃度は
近年増加傾向を示している

私たちの社会の活動が、気候変動の原因の一つとなっています

気候変動とは？ ①温室効果ガス
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❶ 徐々に変化していく現象

・平均気温や平均降水量

❷ 極端な現象（極端気象現象）

・猛暑日や熱帯夜の年間日数
・豪雨の年間発生回数
（日降水量100mm以上や
同200mm以上）

世界の平均気温
（じわじわ上昇）

東京の猛暑日日数
（近年に急増加）

温暖化によって引き起こされる気候全体の長期的な変化

気候変動とは？ ②２種類の気候変化
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県内で発生した甚大な自然災害は
大雨・雷・ひょうが主であり、
全体の70％近くを占めていた
（『埼玉県の気象百年』1996年）
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県内において過去に発生した主な水害
〇カスリーン台風以降、数年に１回は台風等による浸水被害に見舞われてきた。

河川改修がある程度進んだ近年においても、新たに市街化された地域を中心に被害が生じている。

昭和33年9月狩野川台風

被害戸数：41,543戸

昭和57年9月台風18号

被害戸数：53,321戸

平成27年9月関東・東北豪雨

被害戸数：4,869戸

利根川決壊現場付近の土手
（写真提供：埼玉新聞）

昭和22年9月カスリーン台風

被害戸数：78,944戸

過去の水害状況

川口市本町通り
（写真提供：埼玉新聞）

やさか

弥栄団地（越谷市）

だい

せんげん台駅付近（越谷市）
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昭和22年カスリーン台風 昭和33年狩野川台風

昭和57年台風18号 平成27年関東・東北豪雨

洪水・内水、土砂災害ハザードマップ

河川を中心に
水災害リスクが高い

埼玉県をとりまく自然災害
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1. 関東甲信地方において

極端な大雨の発生頻度が増加

2. 水災害のリスクが高まる

令和4年7月12日 豪雨

令和４年７月豪雨による水害
〇 鳩山町周辺で時間最大１１０ｍｍを記録するなど、局地的な豪雨が発生。
〇 鳩川からの越水被害のほか、地すべりなどの土砂災害も発生。

被害状況気象の概要

気象庁の14観測所における雨量の分布(12日12時～13日12時までの累加雨量)

埼玉県内における浸水被害の発生状況(2022.7.12)

出典：令和５年３月３１日時点（暫定値）埼玉県災害対策課調べ

市町村名 床上浸水(棟) 床下浸水(棟) 計(棟)
1 鳩山町 31 31 62
2 毛呂山町 5 15 20
3 ときがわ町 1 17 18
4 東松山市 2 15 17
5 越生町 4 7 11
6 川越市 1 9 10
7 坂戸市 0 9 9
8 狭山市 2 6 8
9 嵐山町 0 5 5
10 さいたま市 0 3 3

鳩川（鳩山町）被害状況写真

最下流部 重郎橋付近 中流部 人道橋付近

ときがわ町被害状況写真

大雨による被害

河川氾濫、土砂崩れ 浸水、道路冠水

令和7年7月10日 大雨

埼玉県の1時間降水量50mm以上の年間発生回数

県内の気候変動 ①大雨による被害
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暑さによる被害

熱中症 水稲の高温障害

最高気温が３５℃以上の日

1. 猛暑日や熱帯夜の観測日数が増加

2. 熱中症や高温障害のリスクが高まる

最高気温が40℃以上の日の名称を

「酷暑日」に決定(2026年4月17日)

補
足

1
位 群馬県 伊勢崎市 41.8℃ 2025年8月5日

2
位

静岡県 静岡市
41.4℃

2025年8月6日

埼玉県 鳩山町 2025年8月5日

4
位

群馬県 桐生市
41.2℃

2025年8月5日

兵庫県 柏原市 2025年7月30日

国内で観測された最高気温の順位

県内の気候変動 ②暑さによる被害
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気象の振れ幅が大きくなり、

深刻な水不足、干ばつ、豪雨災害（＝極端気象現象)の増加が問題

気候変動による問題点 〜気候の極端化〜

気候変動が起こる前

気候変動が起こった後 雨の発生回数が少なく、降る時は非常に強い

「日本の気候変動2025」を用いた気候変動解説の手引き

雨の発生回数が多く、降る時は弱い

大気（ししおどし）が
水蒸気を貯め、いっぱい
になると雨が降ります

気温が上昇すると大気が
貯める水蒸気量が増える
（太いししおどし）ため、
強い雨が降ります
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さらに気候変動が進むと現れる影響が大きくなる可能性が高い
１時間降水量

50mm以上の発生回数

20世紀末

２℃上昇時

４℃上昇時

猛暑日 真夏日 熱帯夜 冬日

４℃上昇時

２℃上昇時

20世紀末

増加

増加

増加

減少

無降水日数
雨の降らない日

豪雨の発生回数と
無降水日が増加する

猛暑日、真夏日、熱帯夜の年間日数が増加し、
冬日の年間日数は減少する

増加
増加

年
間
日
数

年
間
日
数

発
生
回
数

気候変動対策の重要性
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環境課だけでなく、自治体全体の課題

該当部署 気候変動によって求められる対応

農林 高温・低温耐性品種の開発・普及啓発

保健・福祉 熱中症対策への強化

教育 学校活動（体育、課外授業）の見直し

観光 環境負荷低減・自然資源の保全と回復

環境 エネルギー転換、大気汚染物質のさらなる規制

防災 避難判断が難しくなる

土木 下水の排水能力を超える豪雨への対応

気候変動が県や市町村業務に与える影響
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ハードやソフトの対策には長い期間かかる

社会インフラの整備

ハザードマップの見直し

• 小・中規模工事: 数ヶ月〜1年以上
• 老朽化対策（予防保全への移行）: 約20年
• 今後20年でインフラの老朽化も進む

• 都道府県の浸水想定見直し: 約1〜2年
• 市町村のハザードマップ作成・配布: 約0.5〜1年

なぜ今から対策をしなければいけないのか？
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国
や
自
治
体
が
主
体
的
に

取
り
組
む

一
人
一
人
が
主
体
的
に

取
り
組
む

地球温暖化が進まないように
温室効果ガスを出す量を減らす努力。

地球温暖化の影響に備えて、被害や災害から
人々の暮らしやまち、自然などを守ること。

備えあれば憂いなし 〜２つの気候変動対策〜
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県や54市町も
「ゼロカーボンシティ」
を表明(R8.3.31時点)

※ＣＯ２などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、森林等の吸収源による除去量との均衡を達成

2030年までにＣＯ２排出量を削減し、
今世紀中頃までに実質排出量ゼロ※にする

地球温暖化が進まないように
温室効果ガスを出す量を減らす努力。

Ø 脱炭素・カーボンニュートラル

（１）いつまでに、
（２）どれくらい減らすか？

気候変動緩和策 ①カーボンニュートラル
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温室効果ガスを減らすには、県や市町村の排出量の実態把握が重要

温室効果ガス排出量や算定方法に関するお問い合わせは、県温暖化対策課実行計画担当までお願いします。

温室効果ガス排出量を算定し、
県は2〜3月頃に報告書を公表。

2025年埼玉県温室効果ガス
排出量算定報告書

2023年
度の

算定値
を報告

気候変動緩和策 ②温室効果ガス排出量の実態把握
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温室効果ガス排出量の内訳

①エネルギー供給の低炭素化
(再生可能エネルギーの普及、
水素・アンモニア混焼等)

②省エネルギーの推進
(エアコン設定の最適化、照明
のLED化、建物の断熱強化等)

排出量の大部分を占める、
エネルギー起源ＣＯ２※の削減が有効
（市町村によって割合が異なります）

※石炭・石油・ガスなどの燃料を燃やしたり、
供給された電気・熱を使うことで発生

温室効果ガス
排出量削減方針

!"!排出量
エネルギー消費量

×エネルギー消費量$%& × $%&⼈⼝ ×⼈⼝ 

エネルギー消費
当たりのCO2排出量

経済活動のエネルギー効率
人口1人当たりの
経済水準

経済産業省資源エネルギー庁「エネこれ」

気候変動緩和策 ③温室効果ガスの削減方向性
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温室効果ガス排出量をゼロにしても気温上昇はしばらく止まらない

Ø 緩和策と並走して適応策を実施していくことが重要

気温が上昇しなくなる

2060年
温室効果ガス削減開始

2025年

温室効果ガスを減らし
始めてから35年かかる

気候変動の影響は、気候、地形、文化などにより大きく
異なるため、自治体が主役となって、地域特性に応じて
創意工夫を凝らした適応策を進めていくことが必要

県や市町村が気候変動適応に取り組む必要性
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2018年12月：
 埼玉県における気候変動の適応策の推進と気候変動の研究を行う機関
として環境科学国際センター内に設置

センターの機能
1. 埼玉県における、気候変動実態やその影響、将来予測など、適応策に関する
情報の収集と整備、分析を行います。

2. 県内自治体や事業者、県民の皆様に、適応策に関するきめ細かい情報を提供
し、地域の適応策に貢献していきます。

気候変動適応推進のための県の機関
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現在22市町において
市町村気候変動適応センターを共同設置しています

さいたま打ち水大作戦2025

久喜市高校生WSの成果をSAITAMA環境フェアで発表
「あついぞ！八矢丸」イベント

市町村気候変動適応センターの共同設置
と、イベント開催協力を行なっています

適応センターの取組
①市町村の気候変動適応センターの共同設置
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県
環境省

環境省よりも、多地点・多頻度で暑さ指数を提供！

IoT暑さ指数計を開発し
リアルタイム熱中症情報を発信

実態把握

IoT暑さ指数計
(左：令和4度までの機器、右：令和5度開発した機器)

測定環境

適応センターの取組 ②熱中症リスクの情報発信
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将来予測

日最高気温の変化１時間雨量の変化

平均降水量は増え、
大雨の強さと回数も増加

水災害リスク高

最高気温は
将来さらに高くなる

熱中症や農作物への
リスク高

関東地方や埼玉県の将来の環境場を予測

適応センターの取組 ③県の将来の姿を知る！
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将来予測

大気環境学会誌　第 57 巻　第 3 号　（2022） A79

る．Ueno and Tsunematsu（2019）では，2004年から2015
年における暖候期（4月～9月）の関東地方を対象に，オキ
シダント高濃度日の出現率と日最高気温の関係を解析し，日
最高気温が25～30°Cを超えると両者の間に明らかな正の相
関がみられることを示した．また，同じ大きさの気温上昇に
伴うオキシダント高濃度日出現日数の増加は，オゾン前駆物
質である NOx濃度が低い近年ほど小さくなっていて，これ
は，気温上昇に対するオゾン生成の感度が NOx濃度の減少
に伴って低下することを示唆している．米持（2019）では，
同じく関東に位置する埼玉県で，非常に高い気温が観測され
た2018年の夏季（7月～8月）を対象に，県内8地点での日
最高オゾン濃度と日最高気温の相関を解析し，日最高オゾン
濃度が100 ppbを超えた日には日最高気温も35°Cを超えて
いるが，日最高気温が35°Cを超えたからといって必ずしも
オゾン高濃度日になるわけではなく，高濃度日となる割合は
20%程度であることを示した．ただし，日最高気温が35°C
を超えると，日最高オゾン濃度の出現分布は明らかに高濃
度方向にシフトし，日最高オゾン濃度が30 ppbvなどの低
い値を取ることはほぼ無くなっている．吉門（2021）では，
2001年～2007年と2010年～2016年の2期間に関して，米
持（2019）と同様に，夏季（7月～8月）の日最高オゾン濃度
と日最高気温の相関を調査したが，日照時間や海風発達の条
件を絞り込んで気温とオゾンの相関がより良く解析できるよ
うに工夫した上で，オゾン濃度の気温依存性は，日最高気温
が約33°Cを超えた場合に顕著になることを示した．この時
のオゾン濃度の気温依存性は9～10 ppb/Kと評価され（注：
先述した気候罰則係数の定義とは異なる），この内のほぼ半
分が，気温上昇に伴う非メタン炭化水素（NMHC）濃度の増
加による影響であるとしている．
国立環境研究所では、2018年度より開始された気候変動

適応研究プログラム（適応 PG）において、気候変動が日本

の大気質に及ぼす影響の評価に関する研究が実施され、関東
地方以外も含めた日本全域における気温と地表オゾン濃度
の相関関係の解析が行われた。図1は、両者の指標として日
最高気温と日最高8時間平均オゾン濃度を用い、都道府県ご
とに評価した気候罰則係数の季節変化である。都道府県ごと
に大きなばらつきがあるものの、米国での解析例と同様に、
気候罰則係数は暖候期（4月～8月）に高くなる傾向を持ち、 
5月と8月に比較的明瞭なピークを示すことが分かる。既往
研究の対象とされた関東地方、特に東京、神奈川、埼玉、千
葉の南関東1都3県では、気候罰則係数の値が5月から8月
まで、ほぼ一定して大きな値を持つことが分かる。一方、九
州地方では気候罰則係数が年間を通じて他の地域に比べて小
さな値となっており、6月、7月には一部の県で負値、つま
り気温が高いほどオゾン濃度が低くなる傾向のあることが分
かる。これは、九州など日本の南西部では、夏季に海洋性
の清浄で温暖な気団の影響が強まることが一つの要因である
とみられる。このように、日本における地表オゾンの気温依
存性は、地域により、また季節により異なっていることが示
された。適応 PGでは、このような観測データの解析に加え
て、大気化学モデルを用いた将来の気候変動による日本の
大気質変化の評価にも取り組んでいる。図2は、領域規模の
気象モデルWRFにより日本領域でダウンスケールされた将
来の気候変動（疑似温暖化実験）を、同じく領域規模の大気
化学輸送モデルである CMAQに入力して計算された、2090
年代における日最高8時間平均オゾン濃度の年平均値を、
2010年代からの差として表示したものである。関東地方を
中心に気候変動による地表オゾン濃度の増加が計算されて
おり、最大5 ppb程度にもなる地表オゾンの増加量は約10%

図1 各都道府県（沖縄除く）における気候罰則係数の季節
変化。2011年以降の観測データを用いて評価した。九州・ 
7県と南関東・4都県をそれぞれ水色、赤線で表示。黒太線
は全国平均（沖縄除く）

図2 日最高8時間平均オゾン濃度年平均値の2090年代
（RCP85シナリオ）と2010年代の差（ppbv）

将来のオキシダント
は関東域で増加
さらに厳しい規制や
エネルギー転換が必要

(3)光化学オキシダント
の将来変化

市町村毎の気温の将来変化を掲載
(1)気温の将来変化

(2)都市型豪雨の変化

気候変動や実在都市が
降水過程に与える影響を解析

データを用いて関東や
埼玉県の将来像を予測

適応センターの取組 ③県の将来の姿を知る！
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環境行政の業務には目の前の対応と、少し将来を見据えた対応がある

（１）最新の知見、法令に基づいた知識のアップデートや
（２）脱炭素と県の経済・県民の生活がコベネフィットとなる取組
が併せて求められる

気候変動によって環境行政の業務内容は
今、大きな転換期を迎えています

結びの言葉 ①今後、行政が求められること

22



気候変動対策には「正解」がありませんが、
今までの業務で培われた知識を生かすことが可能です。

気候変動を「自分ごと」として捉える機会になれば幸いです

Ø 気候変動は、遠い未来の話ではなく、すでに地域で起き
ており、自治体の業務に直結しています。

Ø 自治体が主体となって地域の特性に応じた適応策を進め
ていくことが重要です。

Ø 気候変動を背景に、環境行政は大きな転換期を迎えてい
ます。

結びの言葉 ②今後、行政が求められること
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ご清聴ありがとうございました


